
　

手続きに関すること

支援に関すること

減免等に関すること

国民健康保険税の減免、後期高齢者医療保険料の減免、国民年金保険料の免除

火災による『り災証明書』の交付

このたびの災害で被災された皆様に、心よりお見舞い申し上げます。

災害の際の糸島市の減免や支援に関する案内をしております。必要に応じて、お手続き下さい。
※ それぞれに要件等があります。詳細については各担当にお問い合わせください。

糸島市

社会福祉協議会

地域福祉課

都市施設課

危機管理課

業務課

水道課

・下水道課

環境政策課

税務課

国保年金課

市民税、固定資産税の減免

水漏れ等の緊急対応

地震、風水害等による『り災(被災)証明書』の交付

市営住宅の一時提供

必要な生活資金の貸付、心配ごと相談

上下水道の中止・開始等、下水道受益者負（分）担金の徴収猶予

日赤支援物資の提供、災害見舞金

災害復旧資金利子補給

災害ゴミの処理手数料の減免

介護保険料の減免

保育料の減免、放課後児童クラブ利用料金の減免

介護・高齢者

支援課

子ども課

糸島市消防本部

・消防署

市税、国民健康保険税の納税の猶予収税課

助産施設措置費用の減免子育て支援課



内　容 対象者（物） 概　要

り災証明
火災で被害を受けた
不動産、動産、車両

保険請求、税金の控除等で、火災被害の事実の証
明が必要な場合、申請を行う。

内　容 対象者（物） 概　要

り災（被災）証明
地震、風水害等で被
害を受けた不動産、
動産、車両

保険請求、税金の控除等で、災害被害の事実の証
明が必要な場合、申請を行う。

内　容 対象者（物） 概　要

上下水道の
中止・開始等

下水道受益者
負（分）担金の徴収

猶予

災害等で納付が困難
と認められる受益者

徴収猶予　最長２年
徴収猶予申請書の提出が必要

り災証明の原本提示と
写しの提出が必要

内　容

上下水道の
緊急修繕

内　容 対象者（物） 概　要

福祉資金
貸付

災害等の被災者
災害を受けたことにより臨時に必要となる
経費の貸付け。（１５０万円以下）

福祉資金
緊急小口資金貸付

災害等の被災者
緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった場合
の少額の貸付け。（１０万円以下）

法律・心配ごと相談
弁護士と民生委員児童委員が相談を受ける。基本
的に火曜日午前中に開催。

　　ＴＥＬ：332-2078

内　容 対象者（物） 概　要

市営住宅の提供
災害により住宅を失った
人

災害用の部屋に空きがある場合、原則１年間未満
の提供。

　　　ＴＥＬ：332-2073

内　容 対象者（物） 概　要

日赤物品 災害等の被災者 タオルや毛布等を給付。

災害見舞金
糸島市内に住民票が
ある人または住宅

災害により全壊または半壊、死傷者に対し被害状
況に応じて見舞金を支給。（申請不要）

災害復旧資金利子補給
糸島市内に住民票が
ある人

災害による被害の復旧に要する資金を金融機関か
ら借り入れた場合に、予算の範囲以内で利子補給
金を交付。

給付要件あり。

支給要件あり。

申請が必要（借入日から２月以内）。
交付要件あり。

備　考

水漏れなど緊急な修繕を要する場合
糸島上下水道
緊急修繕センター
ＴＥＬ：322-1313

支援に関すること

　　　　　　　ＴＥＬ：324-1660

備　考

貸付要件あり。
（り災証明又は被災証明の写しの提出が必要）

貸付要件あり。
（り災証明又は被災証明の写しの提出が必要）

予約が必要。

備　考

住宅使用料は、免除。
（り災証明の写しの提出が必要）

概　要 備　考

手続きに関すること

          ＴＥＬ：332-8028

備　考

         ＴＥＬ：332-2110

備　考

備　考

上下水道の使用中止届、使用申込の申請
糸島市上下水道
サービスセンター
ＴＥＬ：332-2081

地 域 福 祉 課

都 市 施 設 課

糸 島市社 会福祉 協議 会

危 機 管 理 課

業 務 課

糸 島 市 消 防 署 警 備 課

水道課・下水道課



ＴＥＬ：332-2068

内　容 対象者（物） 概　要

災害ゴミの処理
風水害、火災等で発
生した災害ゴミ

災害ゴミの処理に係る手数料の免除手続き。
（被災者自身での搬入許可申請が必要）

内　容 対象者（物） 概　要

市民税の減免
震災、風水害、火災、
その他の災害を受け
た人

人→死亡：全額、障害：9/10
物→住宅又は家財に対する損害の割合3/10以上
で減免対象。ただし、前年の所得金額が1,000万円
以下であること。

固定資産税の減免
災害等により損失を受
けた固定資産

損害の程度により、市で定める減免割合を適用。
（減免申請にり災証明の写しの添付が必要）

TEL:332-2071

内　容 対象者（物） 概　要

国民健康保険税の
減免

震災、風水害、火災等
により住宅等に３／１０
以上の被害を受けた人

糸島市国民健康保険税減免要綱に定めた要件がある。
申請に必要なもの…り災証明書、被害額等が確認でき
る書類、保険金等の受取金額が確認できる書類

後期高齢者医療
保険料減免

住宅、家財その他の
財産に著しい損害を
受けた人

福岡県後期高齢者医療広域連合の定めた減免基準がある。
申請に必要なもの…り災証明書、固定資産納税通知書又は
評価証明、その他財産価格が分かるもの、保険金等補てん予
定額が分かるもの

国民年金保険料
免除申請

震災、風水害、火災
等により住宅、家財そ
の他の財産に損害を
受けた人

被害額、被害状況等で免除の要件がある。
申請に必要なもの…基礎年金番号通知書(年金手帳）、災
害による被害額（保険金、損害賠償金等を受けたときはそ
の金額を除く）、被害を受けた物件名、被災の状況等につ
いて詳しく記入したもの

内　容 対象者（物） 概　要

市税及び国民健康
保険税の納税の

猶予

震災、風水害、火災
及びその他の災害を
受けた人（法人含む）

災害により市税及び国民健康保険税を一時に納税
できないと認められる場合に、原則として一年以内
（最長で２年間）の期間、徴収を猶予する。

　　　　ＴＥＬ：332-2070

内　容 対象者（物） 概　要

介護保険料の減免
住宅、家財その他の
財産に著しい損害を
受けたとき

被害額・被害状況により減免される場合がある。
申請に必要なもの…印鑑・り災証明、被害額等の
確認ができる書類
（保険金、損害賠償金等を受けたときは、その金額
が分かるもの）

ＴＥＬ：332-2074

内　容 対象者（物） 概　要

保育料の減額
または免除

所得に著しい変動が
生じたとき

扶養義務者が災害で所得に著しい変動が生じたと
き、減額または免除できる場合がある。

放課後児童クラブ
利用料金の減免

所得に著しい変動が
生じた人

災害その他やむを得ない理由により保護者の所得
に著しい変動が生じたとき、減免できる場合がある。

ＴＥＬ：332-2095

助産施設措置費用
の減免

費用を負担することが
困難である人

災害により著しい損害を受けた場合その他やむを得
ない理由により費用を負担することが困難であると
き、減免できる場合がある。

徴収額の減免申請書と理由を証明する書類
の提出が必要。
（り災証明の写しの提出が必要）

　　　市民税係　　　 ＴＥＬ：323-1111(内線：1431～1436)

減免の申請を行う場合には、納期限等による
申請期限あり。（早めのご相談をお願いしま
す）
（り災証明の写しの提出が必要）

備　考

保育料減免申請書と理由を証明する書類の
提出が必要。
（り災証明の写しの提出が必要）

利用料金減免申請書と理由を証明する書類
の提出が必要。
（り災証明の写しの提出が必要）

徴収猶予申請書に、り災証明の写しの添付が
必要。

備　考

　　　固定資産税係 ＴＥＬ：323-1111(内線：1441～1446)

備　考

糸島市税減免規程による。また、保険金等の
受取金額が分かる書類、り災証明の写しの添
付が必要。

糸島市税減免規程による。
損害の程度により家屋内調査を
行う場合があります。

備　考

納付の相談は市民部収税課で受付。
（り災証明の原本提示と写しの提出が必要）

減免の判断は、福岡県後期高齢者医療広域
連合が行う。
（り災証明の原本提示と写しの提出が必要）

免除の可否の判定は、日本年金機構が行う。
（手続の詳細についてはご相談ください）
（り災証明の原本提示と写しの提出が必要）

　　　納税係　　ＴＥＬ：332-2067

備　考

減免等に関すること

備　考

火災現場にて搬入の可否を確認するため、環
境政策課に電話が必要。

環 境 政 策 課

税 務 課

国 保 年 金 課

介護・高齢者支援課

子 ど も 課

収 税 課

子育て支援課


